
町からのお知らせ

国
民
年
金
付
加
年
金
保
険
料
を
納
付
し
て

受
給
年
金
額
を
増
や
し
ま
せ
ん
か

■ 

国
民
年
金
付
加
年
金
保
険
で
将
来
の
受

給
年
金
額
を
増
や
せ
ま
す

　

国
民
年
金
付
加
年
金
制
度
と
は
、
国
民
年

金
第
１
号
被
保
険
者
（
国
民
年
金
加
入
者
）

お
よ
び
任
意
加
入
被
保
険
者
（
65
歳
以
上
の

人
を
除
く
）
が
、
定
額
保
険
料
に
付
加
保
険

料
を
上
乗
せ
し
て
納
め
る
こ
と
で
、
受
け
取

る
年
金
額
を
増
や
す
制
度
で
す
。

●
定
額
保
険
料
（
令
和
７
年
度
）

　

１
万
７
５
１
０
円
／
月

●
付
加
保
険
料

　

４
０
０
円
／
月

■ 

付
加
年
金
額
に
つ
い
て

　

付
加
年
金
額
は
、「
２
０
０
円
×
付
加
保

険
料
納
付
月
数
」
で
計
算
し
ま
す
。
例
え
ば
、

20
歳
か
ら
60
歳
ま
で
の
40
年
間
、
付
加
保
険

料
月
額
４
０
０
円
を
上
乗
せ
し
て
納
め
た
場

合
、
40
年
間
で
総
額
19
万
２
千
円
を
余
分
に

支
払
う
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
年
金
受
給
時

に
年
額
９
万
６
千
円
が
加
算
さ
れ
る
の
で
、

２
年
間
で
上
乗
せ
分
を
取
り
戻
す
こ
と
が
で

き
ま
す
。

■ 

付
加
保
険
料
を
納
め
る
際
の
注
意
事
項

　

納
め
て
い
た
だ
く
際
、
次
の
点
に
注
意
し

て
く
だ
さ
い
。

①
付
加
保
険
料
の
納
付
は
、
申
し
込
ん
だ
月

　

分
か
ら
と
な
り
ま
す
。

②
付
加
保
険
料
の
納
期
限
は
翌
月
末
日
と
定

　

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

③
納
期
限
を
経
過
し
た
場
合
で
も
、
期
限
か

　

ら
２
年
間
は
付
加
保
険
料
を
納
め
る
こ
と

　

が
で
き
ま
す
。

④
付
加
保
険
料
の
納
付
を
希
望
し
な
い
場
合

　

は
付
加
保
険
料
納
付
辞
退
申
出
書
の
提
出

　

が
必
要
で
す
。

⑤
国
民
年
金
基
金
に
加
入
し
て
い
る
人
は
、

　

付
加
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

　

ん
。

⑥
月
末
が
土
曜
日
、
日
曜
日
、
休
日
の
場
合

　

お
よ
び
年
末
の
納
期
限
は
、
翌
月
最
初
の

　

金
融
機
関
な
ど
の
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

※
詳
細
は
年
金
事
務
所
ま
た
は
町
住
民
生
活

　

課
ま
で
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

【
お
問
い
合
わ
せ
先
】

　

熊
本
東
年
金
事
務
所

　

☎
０
９
６
‐
３
６
７
‐
８
１
４
４

　

町
住
民
生
活
課

　

☎
０
９
６
‐
２
３
４
‐
１
１
１
３

農業者年金に加入しませんか？
● 農業者年金制度とは
　老後を安心して暮らすためには、若いうちからの備えが必要であり、年金への加入が欠かせません。農
業者年金は、農業に従事する人が加入できる年金制度です。
　自ら積み立てた保険料とその運用益により将来受け取る年金額が決まる「積立方式（確定拠出型）」の年
金で、保険料は自由に選べ、いつでも見直しできます。また、支払った保険料は全額が社会保険料控除の
対象となります。農業者年金で老後の生活の安定を考えませんか？

●加入要件
 　次の要件を満たせば、誰でも加入することができます。
 　   【年齢要件】………… 20歳以上65歳未満
   　 【国民年金の要件】… 国民年金の第1号被保険者 ( ただし、保険料納付免除者でないこと )
　　　　　　　　　　　   60歳以上65歳未満で加入する場合には、国民年金の任意加入被保険者
 　　【農業上の要件】…… 年間60日以上農業に従事する者

●保険料の国庫補助
　認定農業者で青色申告をしている方や、その方と家族経営協定を結んだ配偶者・後継者の方など、一定
の要件を満たす方は、保険料の支援が受けられます。

【お問い合わせ先】
町農政課　☎０９６ー２３４－１１７６

詳細は町公式ウェブサイトを
ご覧ください▶
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I n f o r m a t i o n

医療費が高額になるときは「マイナ保険証」
「限度額適用認定証」のご利用を

国
民
健
康
保
険
の
「
資
格
確
認
書
」「
資
格
情
報
の

お
知
ら
せ
」
の
更
新
は
お
済
み
で
す
か
？

■ 

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
の
更
新
は

お
早
め
に

　

町
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
の
令
和
６
年

度
交
付
の
「
保
険
証
（
う
ぐ
い
す
色
）」、「
資

格
確
認
書
（
う
ぐ
い
す
色
）」、「
資
格
情
報

の
お
知
ら
せ
（
だ
い
だ
い
色
）」
の
有
効
期

限
は
、
７
月
31
日
（
木
）
で
す
。

　

8
月
か
ら
使
用
可
能
な
令
和
７
年
度
の

「
資
格
確
認
書
（
あ
さ
ぎ
色
）」、「
資
格
情
報

の
お
知
ら
せ
（
さ
く
ら
色
）」
は
、
７
月
中

旬
ご
ろ
に
町
か
ら
世
帯
主
宛
て
に
発
送
し
て

い
ま
す
。
ま
だ
届
い
て
い
な
い
方
は
町
住
民

生
活
課
保
険
係
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

■ 

交
付
さ
れ
る
種
類

●
「
資
格
確
認
書
（
あ
さ
ぎ
色
）」

　
「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
へ
の
利
用
登
録
を
行
っ

て
い
な
い
方
、
利
用
登
録
は
行
っ
て
い
る
が
、

要
配
慮
者
と
し
て
「
資
格
確
認
書
」
の
交
付

申
請
を
さ
れ
た
方
。

●
「
資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
（
さ
く
ら
色
）」

　
「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
へ
の
利
用
登
録
が
完

了
し
て
い
る
方

※
窓
口
で
の
「
資
格
確
認
書
」
の
受
け
取
り

　

を
希
望
す
る
人
は
、
古
い
「
被
保
険
者
証

　

」
も
し
く
は
「
資
格
確
認
書
」
と
運
転
免

　

許
証
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
な
ど
本
人

　

確
認
が
で
き
る
も
の
を
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

■ 

マ
イ
ナ
保
険
証
の
利
用
が
難
し
い
方

　

令
和
６
年
12
月
２
日
以
降
、
健
康
保
険
制

度
は
「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
を
基
本
と
す
る
仕

組
み
に
移
行
し
、
原
則
、「
マ
イ
ナ
保
険
証
」

で
の
医
療
機
関
等
の
受
診
を
す
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
が
、「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
を
持
っ

て
い
て
も
そ
の
利
用
が
難
し
い
要
配
慮
者
に

は
、
申
請
に
よ
り
「
資
格
確
認
書
」
を
発
行

で
き
ま
す
。
ご
希
望
の
方
は
、
住
民
生
活
課

保
険
係
に
て
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

※
申
請
は
代
理
で
も
可
能
で
す
が
、
申
請 

　

者
と
代
理
人
が
別
世
帯
の
場
合
は
、
委
任 

　

状
と
代
理
人
の
本
人
確
認
書
類
を
ご
持
参 

　

く
だ
さ
い
。

●
要
配
慮
者
と
は

　

介
助
者
等
の
第
三
者
が
、
高
齢
者
ま
た
は

障
が
い
者
で
あ
る
被
保
険
者
本
人
に
同
行
し

て
、
本
人
の
資
格
確
認
を
補
助
す
る
必
要
が

あ
る
な
ど
、「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
で
の
受
診

が
困
難
な
方
。

【
お
問
い
合
わ
せ
先
】

　

町
住
民
生
活
課　

　

☎
０
９
６
‐
２
３
４
‐
１
１
１
３

● 医療費が高額になるとき

　医療費が高額になるときは、「限度額適用認定証」を利用することで医療機関などの窓口で一部負
担金の支払いが限度額までになります。また、「マイナ保険証」の利用登録がお済みの方は、「限度
額適用認定証」がなくても「マイナ保険証」を提示し、ご本人が情報提供に同意することで、窓口
での支払いが自己負担限度額までとなります。

●８月１日（金）から「限度額適用認定証」の申請を受け付けます
　国保被保険者で、「マイナ保険証」の利用登録がお済みでない方（資格確認書で医療機関を受診さ
れる方）は、申請により「限度額適用認定証」の交付を受けることができます。
　対象の方のうち、令和７年度「限度額適用認定証」の交付を希望される場合は、町住民生活課に
お問い合わせください。申請受付は、８月１日（金）からです（申請には資格確認書が必要です）。
　なお、自己負担限度額は、住民税の課税状況や所得などによって異なります。世帯内の国保被保
険者の資格異動 ( 転入出、死亡、社会保険への加入・脱退 ) があった場合にも、自己負担限度額が変
更になることがあります。また、国民健康保険税を滞納していると認定証を交付できない場合があ
りますのでご注意ください。

【お問い合わせ先】
町住民生活課　☎０９６ー２３４－１１１３（内線１０８）

詳細は町公式ウェブサイトを
ご覧ください▶
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